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令和７年４月１６日 東京地方裁判所刑事第１３部宣告 

令和６年特（わ）第４７号 公職選挙法違反被告事件 

 

主       文 

１ 被告人３名をそれぞれ罰金２０万円に処する。 5 

２ 被告人らにおいてその罰金を完納することができないときは、各被告人

について５０００円を１日に換算した期間、その被告人を労役場に留置す

る。 

３ 被告人３名からそれぞれ２０万円を追徴する。 

４ 訴訟費用は被告人３名の連帯負担とする。 10 

理       由 

（罪となるべき事実） 

被告人３名は、いずれも、令和５年４月２３日執行の江東区長選挙（以下「本件

区長選」という。）に立候補したＤの選挙運動者であるが、同年２月２１日、 

第１ 被告人Ａは、東京都江東区（住所省略）路上において、Ｅ（衆議院議員）並15 

びにＥの政策担当秘書であるＦ、公設第一秘書であるＧ、公設第二秘書であるＨ、

私設秘書であるＩ及び私設秘書であるＪ（これら６名を「Ｅら６名」という。）か

ら、Ｉにより、Ｄに当選を得しめる目的をもって、Ｄのための投票取りまとめな

どの選挙運動をすることの報酬として供与されるものであることを知りながら、

現金２０万円の供与を受けた。 20 

第２ 被告人Ｂは、同区（住所省略）被告人Ｂ事務所において、Ｅら６名から、Ｊ

により、Ｄに当選を得しめる目的をもって、Ｄのための投票取りまとめなどの選

挙運動をすることの報酬として供与されるものであることを知りながら、現金２

０万円の供与を受けた。 

第３ 被告人Ｃは、同区（住所省略）被告人Ｃ事務所において、Ｅら６名から、Ｉ25 

により、Ｄに当選を得しめる目的をもって、Ｄのための投票取りまとめなどの選
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挙運動をすることの報酬として供与されるものであることを知りながら、現金２

０万円の供与を受けた。 

（事実認定の補足説明） 

第１ 本件の概要及び争点 

本件において、Ｅが、Ｆに、被告人３名に対する現金の供与を指示し、これを受5 

けたＦの指示により、Ｉが、被告人Ａ及び被告人Ｃに対し、また、Ｊが、被告人Ｂ

に対し、それぞれ現金２０万円を供与したこと（以下、これらを包摂して「本件各

供与」という。）は、証拠上明らかに認められ、争われていない。 

 本件の争点は、本件各供与の趣旨について、本件区長選において、Ｄに当選を得

しめる目的をもって、Ｄのための投票取りまとめなどの選挙運動をすることの報酬10 

の趣旨（以下「Ｄ支援の趣旨」という。）が含まれていたか否か、及び、被告人３名

がそのことを認識していたか否かである。 

第２ 本件各供与の経緯・状況等 

 前示の証拠によれば、次の事実関係が認められる。 

１ Ｅと甲党江東総支部との関係等 15 

(1) 被告人３名は、いずれも、当時、江東区議会議員（以下、単に「区議会議員」

という。）であり、甲党に所属していた。甲党に所属する区議会議員は、甲党の江東

総支部に所属していた。 

本件当時江東区長であったＫは、令和５年４月に死去するまで江東総支部の顧問

を務め、Ｋ及びその長男であるＬ（総支部長。江東区選出の東京都議会議員。）は、20 

江東総支部において長らく影響力を持っていた。 

(2) Ｅは、平成２１年から平成２９年までに執行された４回の衆議院議員総選

挙に際し、江東区全域を選挙区とする東京第十五選挙区（以下「東京十五区」とい

う。）において、甲党以外の公認を受けて立候補し、同選挙区又は比例代表により当

選を重ねていたが、令和３年執行の衆議院議員総選挙において、甲党の推薦を受け25 

て東京十五区で立候補し、当選後、甲党の追加公認を受けた。なお、同選挙におい
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ては、当初、Ｅが立候補の意向を示したところ、江東総支部がＥの公認に反対した

ことから、甲党の本部が新たに別の候補者を公認したものの、その後、同本部が方

針を転換し、この者及びＥの両名を推薦するにとどめたため、Ｋを始めとする甲党

の東京都支部連合会（以下「都連」という。）及び江東総支部の関係者とＥとの間で

対立が生じていた。 5 

このような経緯に加え、Ｅは、この当選後も、従前から近しい関係であった無所

属の区議会議員５名（以下「無所属議員５名」という。）との関係を保っていたこと

から、甲党所属の区議会議員の中では、Ｅを好意的に見る者は多くなかった。 

東京十五区における甲党の選挙区支部の支部長は、江東総支部の推薦を踏まえ、

党本部で決定されており、通例は、東京十五区選出の甲党所属の衆議院議員等が就10 

任していた。支部長は、党本部から政党交付金の分配を受けられ、衆議院議員総選

挙時に公認候補となることから、Ｅは、支部長に就任することを望んでいた。もっ

とも、Ｅは、江東総支部との間では、その推薦を取り付けることはおろか、所属す

ることもできない状況にあった。 

２ 本件区長選に向けた立候補、支持・支援の状況 15 

(1) Ｅは、本件区長選についてＫの対立候補を擁立しようと考え、令和４年９月

頃から、数度にわたり、かつて比例近畿選出の衆議院議員であった甲党所属のＤに

対し、本件区長選への立候補を要請するとともに、その際、甲党との関係で表立っ

ては支援できないが、陰から全面的に支援する旨述べるなどしたところ、Ｄは、同

年１２月上旬までには、本件区長選への立候補を決意した。 20 

(2) 一方、Ｋは、同年１１月２４日、甲党の推薦を受けて本件区長選に立候補を

する意向を表明した。 

 (3) Ｅ、Ｄ、無所属議員５名ら並びに被告人Ａ及び被告人Ｂは、同年１２月１９

日、本件区長選に向けた準備を目的とする会合（以下「選対会議」という。）の第１

回目を開き、以後、Ｅは、本件区長選まで、Ｄを支援していた。 25 

(4) Ｄは、令和５年１月１２日、Ｅ事務所の準備を受け、本件区長選に立候補す
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る意向を表明する記者会見を行った。 

(5) 江東区議会議員選挙（以下「本件区議選」という。）は、本件区長選と同日

に執行されることが見込まれていたところ、両選挙では、各候補者が相互の連関を

意識した選挙運動を行うことがあり、本件区議選に立候補しようとする甲党所属の

者は、全員、同年２月１３日に開催された本件区長選及び本件区議選に向けた総決5 

起集会に出席した。 

３ 被告人３名への金銭交付の指示等 

Ｅは、同月１７日までには、Ｆに対し、甲党所属の本件区議選の候補者１４名の

うち、被告人３名を含む１２名（以下「対象者１２名」という。）に対して「陣中見

舞い」との名目で現金２０万円を供与するよう指示し、Ｆからの指示を受け、本件10 

各供与が行われた。 

第３ 本件各供与の趣旨について 

１ 各客観的事実の評価 

 (1) 本件各供与に至るまでの経緯の評価 

ア Ｅは、東京十五区支部長就任のために必要な江東総支部からの推薦を得るこ15 

とも見通せない状況にあった中、本件区長選において、Ｋの支援を求められていた

にもかかわらず、その求めに応じないどころか、Ｋの対立候補としてＤを擁立し、

支援していたことが認められる。しかも、その支援は、資金を提供したほか、その

選挙対策の企画・立案をして、選対会議の準備・開催、広報物の企画・制作、記者

会見、有力者との引合せ、ポスターの掲示場所の提供等にも関与しており、さらに、20 

自身の秘書にはＤの選挙対策本部に派遣して様々な事務に当たらせたり、Ｄを支援

するための政治団体の設立及び届出を取り計らせたりするなど、広範にわたり、か

つ手厚いものであり、相当に注力していたとも認められる。  

この点、弁護人は、Ｅが東京十五区支部長に就任することに何ら焦っていなかっ

た旨主張する。しかし、Ｅと江東総支部との関係に改善の兆しが見られなかったの25 

は明らかであり、現に、本件区長選の後、Ｅは、江東総支部の推薦を得られず、都
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連の会長に対し、Ｋを支援しなかったことについて謝罪文を提出したことを経て、

公募によって東京十五区支部長に選出されたのであるから、本件当時もＥが東京十

五区支部長に就任する見通しは全く立っていなかったと認められる。 

 イ そして、Ｅは、江東総支部等からは、従前から甲党以外の者との関係等につ

いて懸念を伝えられていたにもかかわらず、Ｋや江東総支部の意向に反してＤを支5 

援する行動をとり、その結果、甲党所属の衆議院議員であれば招待されるのが慣例

であった総決起集会に招待されず、しかも総決起集会においてＫから暗に批判され

る結果を招いており、本件各供与の当時、Ｋら江東総支部との溝が一層深くなって

いたと認められる。Ｅは、このように、あえて、Ｋに対する協力や、江東総支部と

の関係改善を放棄する道を選択・決断したと認められるが、その理由としては、Ｄ10 

が本件区長選においてＫを破り江東区長に就任することで、Ｋが甲党所属の区議会

議員に対して影響力を有している状況を打破し、これら区議会議員や江東総支部の

動向も大きく変える意図に基づくものと見る以外に合理的な説明がつかない。現に、

このような見方は、区議会議員の中でも少なくない者が有していた。 

ウ このように江東総支部との溝が一層深くなっていたＥ自身にとって、Ｄが本15 

件区長選で当選すれば、Ｋの影響力が弱まって、甲党所属の区議会議員の中で自己

に有利な状況になることが見込まれたが、一方で、Ｄが落選すれば、Ｅ自身が対立

候補を支援したとして非難されるリスクがなお増大する状況にあり、その意味で、

衆議院議員として単に政治信条や支持基盤が近い候補者の当選に向けて行う支援と

は異なる状況にあった。そのために、Ｅは、Ｄの当選を目指し、前記アのとおり、20 

相当注力してその選挙運動を支援していたものと認められる。このことは、Ｅが、

本件各供与の後に、選挙情勢が厳しいと分析し、Ｄと共に街頭に出るなど支援をよ

り強めていたことなどに照らしても、明らかである。 

また、Ｅは、江東区内では知名度の低かったＤが有権者の支持を集めるためには、

多数の区議会議員の支持を受け、そのことが有権者に対して強調されていることが25 

重要であると考え、Ｄと区議会議員とのいわゆる二連ポスターの制作等にも関わる
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など、区議会議員に対してＤに対する支援等を求めようとしている状況にあったと

認められる。 

もっとも、Ｅとしては、江東総支部との関係で表立ってＤを支援することはでき

ない立場にあったことから、Ｄの支援が発覚したとしても、いわば弁解や言い逃れ

の余地を残しておくような形式をとり、その支援は水面下で行う必要があったとも5 

認められる。この点、弁護人は、甲党内ではＤを積極的に応援する衆議院議員が存

在したことを指摘するが、選挙区外の衆議院議員が応援することと、Ｅのように地

元の総支部との関係が構築されていない中、地元で対立候補者を支援することとは

全く意味合いが異なるから、弁護人の指摘は当たらない。 

エ そして、被告人３名を含む対象者１２名は、甲党所属の区議会議員として、10 

江東区内の有権者に一定の支持基盤を有しており、公式には全員が本件区長選にお

いてＫを支援すべき立場にあったものの、あくまでもＥの見立てとしては、対象者

１２名が公式にＤを支持・支援することまでは見込まれないとしても、情勢次第で

は、表面化しないところで、Ｋの支援を緩める可能性があり、これにより対象者１

２名の支持基盤となっている有権者の間にもＤを支持する機運が高まることを期待15 

していたと認められる。 

オ このような状況やその時期を前提とすると、Ｅが本件各供与に至った動機・

趣旨としては、対象者１２名に対し、本件区長選において、Ｄを支援すること、よ

り具体的には、Ｄのための投票取りまとめなどの選挙運動をすることのほか、Ｋを

積極的には支援せず、それによりＤを間接的に支援すること（以下では、「Ｄ支援の20 

趣旨」とは、この意味のものをいう。）が含まれると見るのが自然かつ合理的である。 

カ なお、弁護人は、Ｅが、Ｄの支援を秘密裏に行っていたのであるから、対象

者１２名に対してＤ支援の趣旨を含んで現金を供与することには一貫性、合理性が

認められない、と主張するが、本件各供与が、後記のとおり「陣中見舞い」を名目

としているのであって、弁明の余地を残しながらもＤ支援の趣旨を含んでいるとい25 

う点では、むしろＥの行動として一貫しているともいえる。 
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(2) 本件各供与の額及び対象者 

区議会議員に対して供与しようとした額は、各人２０万円、総額で２４０万円に

上っている。Ｅは、東京十五区支部長の立場にないために、甲党の本部から政党交

付金等を受け取ることもできず、Ｅ個人が自身の政治資金管理団体に対して貸付け

を行うなど十分な資金を有していなかった上、これまで区議会議員に対しては、選5 

挙前に１万円を供与するにとどめていた。それにもかかわらず、Ｅがこのように高

額な供与をしたのは、対象者１２名に対し、本件区議選における支援（いわゆる「陣

中見舞い」）以外の影響、効果を目論んでいたと見るほかない。なお、弁護人は、対

象者１２名が都連から公認料を供与されていたことや、被告人３名の中には政治団

体から供与を受けていた者がいることを指摘し、２０万円が高額ではないと主張す10 

るが、政党ないし政治団体による供与とは性質、意味合いが異なるから、弁護人の

指摘は当たらない。 

これらの事情は、本件各供与がＤ支援の趣旨を含むものであることを裏付けてい

る。 

(3) Ｅ事務所における各秘書に対する指示及びそれを受けた対応 15 

ア Ｆは、本件各供与に際し、Ｇ、Ｈ、Ｉ及びＪ（以下、これら４名を「秘書４

名」という。）に対して、秘書４名が、担当地域ごとに分担し、対象者１２名に対し

て「陣中見舞い」を名目として現金を直接手渡した上、受領の有無やその際の反応

を、事務所の日報として用いられているグループメッセージではなく、口頭で報告

するよう指示しており、本件各供与の後、秘書４名からの報告を取りまとめたが、20 

この中には、本件区長選に関する発言を含めた対象者１２名の応対状況も記載され

ている。 

イ このような事実からも、現金の供与に際して、単に対象者１２名に取得させ

ればそれでよいというものではなく、本件区議選以外の意向についてＥが把握する

意思があったことが推認できる。そして、本件区議選以外に把握するものとしては、25 

同時に執行される本件区長選に関わるものであることも容易に推知できる。 
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そうすると、Ｆ及び秘書４名においても、このようなＥの意図を認識しており、

面会の申入れ及び現金の供与がＤを支援する活動の一環である可能性は容易に想起

できる状況にあったことに照らすと、Ｆが秘書４名に対して現金の供与を指示した

際や、秘書４名が現金を供与しようとした際に、明示的にＤ支援の趣旨を含めて述

べていないとしても、黙示にＤ支援の趣旨が含まれていたと認められる。 5 

ウ 弁護人は、秘書４名が、本件各供与に際し、本件区議選に際してＥが応援演

説をするなど支援の申出をしていたことを指摘する。しかし、本件各供与において、

このような申出が含まれていたとしても、Ｄ支援の趣旨が含まれていたことが否定

されるものではないし、本件区長選と本件区議選とは、その選挙運動に共通すると

ころがあったのであるから、本件区議選における支援の申出がされていたことで上10 

記の認定が変わるものではない。 

(4) 小括 

買収の罪の主観的要件としては、投票又は投票の取りまとめ等の選挙運動をし、

又はしないことの趣旨が含まれていれば足り、他の趣旨と併存していても、この要

件が充足されるというべきであるところ、前記の事実を総合して評価すれば、本件15 

各供与についてＤ支援の趣旨が含まれていたことに合理的な疑いは生じない。 

２ Ｅの供述 

(1) Ｅの捜査段階の供述 

Ｅは、捜査段階において、本件各供与について、「陣中見舞い」の趣旨を多分に含

んでいたものの、江東総支部に所属する各区議会議員に対しては、Ｋを全員で応援20 

しなければならないという強い縛り付けがあった情勢のもとで、一人でも二人でも

受け取ることで、江東総支部の「たがが緩む」ことになり、本件区長選においてど

ちらを応援してもかまわないかのような雰囲気にもなり得るのではないかと思い、

また、自分が差し出した現金をあえて受け取る区議会議員が、表立ってＤを積極的

に支援するのは難しいにせよ、Ｋに対する応援を緩め、又は、Ｄの選挙運動を妨げ25 

ないような対応を取ることも考えられたことから、これらの現金には、「どういう形
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であれ、表であれ裏であれ、Ｄが江東区長選挙に当選できるよう支援してほしい」

との趣旨も含んでいた旨供述する。 

なお、弁護人は、Ｅが、年末年始を含む長期間の身柄拘束の中で、連日取調べを

受けたことから、身柄拘束から解放されるため、自己の認識と異なる供述に至った

旨主張する。しかし、Ｅは、自己の弁護人とも十分打ち合わせた上で、年末年始の5 

閉庁期間が明けた後、令和６年１月６日及び同月１６日に、上記の供述に至ってい

る。Ｅは、供述の意味を十分に理解した上、自らの認識及び意図を自己なりに表現

するものと評価できる。 

そうすると、Ｅの捜査段階の供述は、前記１の客観的な事実関係及びそれにより

認められる認定にも十分に沿い、これを裏付けるものといえる。 10 

(2) Ｅの公判供述 

Ｅは、公判廷において、趣旨が不明瞭であるものの、本件各供与について、対象

者１２名に対して「陣中見舞い」を供与する趣旨であり、Ｄ支援の趣旨は含まれて

いなかったとも解され得る供述をする。 

しかし、Ｅは、公判廷においても、本件各供与がＤ支援の趣旨を感じ取ることが15 

できるような状況であったことを認めた上、対象者１２名のうち現金を受け取るこ

とで、Ｋの支援者の中でもＤを応援してもよいと受け取られる余地を作り出して、

江東総支部の結束が緩む事態につながっていくことを想像はしていた旨述べている

のであって、Ｅの公判供述が、捜査段階における前記の供述をすべて否定する趣旨

であるとまでは解されない。 20 

Ｅの捜査段階の供述と公判供述との間にニュアンスが異なる点も存在するが、Ｅ

は、衆議院議員を辞職し、有罪判決を受けて同判決が確定した後に本件の公判廷に

おいて供述したものであって、被告人３名をかばうために虚偽の供述に及ぶ動機も

認められるから、Ｅの公判供述のうち、本件各供与にＤ支援の趣旨が含まれていな

いとも解され得る部分については信用できない。 25 

３ Ｅ事務所の秘書の供述 
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Ｇ、Ｆ、Ｉ及びＪは、公判廷において、本件各供与が「陣中見舞い」の趣旨にと

どまっていた旨供述するが、これらの供述は、Ｅの行動等の客観的事実関係及び各

供述経過に照らし、不合理であって、信用できない。 

４ 各弁護人の指摘について 

(1) 被告人３名に共通する事情について 5 

弁護人は、本件各供与は、本件区議選における支援を目的とする「陣中見舞い」

であり、Ｄ支援の趣旨は何ら含まれていないと主張し、その根拠として、祝儀袋が

用いられていることや、領収書の作成、交付を含め、Ｅ事務所において「陣中見舞

い」としての正当な会計処理がされていることを指摘する。しかしながら、本件区

長選と本件区議選とが同日執行され、選挙運動としても事実上重なるところがあっ10 

たことなどの事情に照らすと、仮に本件各供与に、本件区議選に関する「陣中見舞

い」の趣旨が含まれていたとしても、Ｄ支援の趣旨が含まれていることとは矛盾し

ない。また、現金の供与に関する正当な会計処理が行われなかったことが発覚した

場合には刑事責任、政治的責任を問われることになり、その影響は非常に大きく、

買収であることがより発覚しやすくなることに照らすと、供与の事実が明るみにな15 

った際に備えて、祝儀袋に入れた「陣中見舞い」としての所要の体裁を整えた上、

領収書の作成、交付その他の会計処理を行っておくことは十分に考えられる。 

(2) 被告人Ｃに関する事情について 

弁護人は、被告人Ｃは、Ｋと親しい関係を築いており、むしろ、Ｅが本件区議選

で支援する無所属区議会議員と地盤が共通し、Ｅとは対立する関係にもあったから、20 

被告人Ｃに対する供与について、Ｄ支援の趣旨が含まれているはずはない、と主張

する。 

しかし、被告人Ｃは、令和３年から４年にかけて、Ｅからの面会要請に応じるな

ど、一部の区議会議員と異なる柔軟な態度も見せていたところであって、Ｅらとし

て、被告人Ｃに対して、Ｋの支援を緩めること等を期待していたことは十分に考え25 

られるから、弁護人の指摘は当たらない。 
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５ 小括 

そうすると、本件各供与については、Ｄ支援の趣旨が含まれていたものと認めら

れる。 

第４ 被告人３名の認識 

 １ 被告人３名に共通する事情 5 

(1)ア 前記のとおり、Ｅらが、本件区長選に関してＤを積極的に支援し、その当

選に向けて活動していること、その意図に加え、ＥとＫら江東総支部との間の溝が

深まっていたことについては、甲党に所属する区議会議員にとっては周知のものと

なっており、被告人３名もその例外ではなかったと認められる。 

イ 被告人３名において、Ｅらにより、衆議院議員からのものとしては高額の現10 

金が供与されるに際して、Ｉ及びＪが本件区長選について言及しておらず、また、

「陣中見舞い」と表記された祝儀袋が用いられていたとしても、本件区議選に向け

た支援の趣旨にとどまらず、上記アの背景を容易に想起し、そこから進んで、前記

第３の１の推認過程のとおりＤ支援の趣旨が含まれることは、容易に認識すること

ができたといえる。 15 

このことは、次の事実からも裏付けられる。すなわち、秘書４名が、対象者１２

名のうち、被告人３名以外の９名に対して面会しようとした際、４名は、秘書との

面会を拒絶し、３名は、秘書と面会したが、現金の受領を拒絶していた。面会を拒

絶した４名のうち１名は、その理由として、Ｅと江東総支部との関係等を述べ、ま

た、現金の受領を拒絶した３名のうち１名は、ＥがＫを支援するべきであるとして20 

その具体的方策を述べていた。一方、上記９名のうちその余の２名は、秘書と面会

していったん現金を受領したものの、後日、Ｅが、Ｋと対立し、本件区長選におい

てＤを支援していること等を理由に返金していた。このように、被告人３名以外の

９名の行動からも、本件各供与にＤ支援の趣旨が含まれていたことが容易に認識で

きたことが裏付けられている。なお、弁護人は、対象者１２名の中で、本件に関す25 

る捜査が着手されるまでの間に捜査機関に届け出た者がいなかったことを指摘する
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が、Ｅによる供与又はその申出が違法であると認識していたからといって、進んで

捜査機関に届け出るとは限らないから、弁護人の指摘は当たらない。 

ウ 被告人３名においても、前記の客観的情勢を認識していたことに加え、供与

額として２０万円に上ることはかつてなかったというのであり、この額も、本件各

供与がＤ支援の趣旨を含むものであることをまた容易に想起することができたとい5 

える。 

(2) 弁護人は、被告人３名において、収支報告書の記載や領収書の発行に際し、

政治資金としての正当な会計処理がされており、Ｄ支援の趣旨を含むものであった

と認識していなかったことが裏付けられている、などと指摘するが、各被告人にお

いて、Ｅの政治団体宛てに領収書を発行している以上、それと整合する会計処理を10 

行おうとすることは当然であるから、Ｄ支援の趣旨を認識していたとの認定を妨げ

るものではない。 

(3) これらの検討によれば、本件区議選に近い時期に供与がされたことなど、弁

護人が指摘する事情を考慮しても、被告人３名において、本件各供与がＤ支援の趣

旨を含むものであったことを認識していたと強く推認できるが、なお、各被告人の15 

弁護人が主張する個別の事情について検討しておくこととする。 

 ２ 被告人Ａについて 

被告人Ａは、令和４年１２月、ＥからＤの擁立を聞かされ、Ｄを側面又は後方か

ら支援する旨述べ、その後、選対会議にも出席し、Ｅとも連絡を取り合っていたほ

か、Ｄとのいわゆる二連のぼりを使用したり、Ｄの街頭演説に同行したりするなど20 

の支援をしていたこともあった。また、被告人Ａは、従前から、Ｅとの間で本件区

長選に関するメッセージの送受信をしていたところ、供与を受けた当日にも、Ｅに

対し、供与について謝礼を述べるメッセージを送信した際、「別件」と断りつつも、

同一のメッセージの中で、本件区長選に関し、他の区議会議員に対してＤを支援す

る旨述べた際の反応をも併せて報告していた。これらのことは、被告人Ａが、Ｅか25 

ら本件区長選においてＤの支援を期待されていた中、供与を受け、これにＤ支援の
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趣旨が含まれていると認識していたことをより一層裏付けるものであるといえる。 

弁護人は、被告人Ａにおいて、本件区議選の当選だけを目指して取り組んでいる

時期にＥから現金を供与されれば、本件区議選への支援としか認識できないし、供

与は、平日夕方の人通りが多い歩道上であって、本件区長選に関する買収であると

想起できるはずがない、などと主張する。しかし、被告人Ａが、本件区長選に関す5 

る動向について留意し、Ｅに報告していたのは上記のとおりであるし、通行人から

封筒の授受やその際の会話を目撃される可能性があるとしても、それが選挙に関す

る買収と気付かれる可能性は低いといえるから、弁護人の主張は前記の認定に合理

的疑いを差し挟ませるものではない。 

 ３ 被告人Ｂについて  10 

被告人Ｂは、Ｄから本件区長選における支援を要請されており、選対会議にも出

席していたところであって、Ｅから本件区長選においてＤの支援を期待されていた

中、供与を受けたのであるから、その際本件区長選について言及されていなくても、

これにＤ支援の趣旨が含まれていると認識していたことは一層明らかであるといえ

る。 15 

弁護人は、被告人Ｂは、供与を受けるに当たり、本件区長選のことが取り上げら

れていたのであれば、これを突き返していたはずであるのに、実際にはちゅうちょ

しておらず、Ｅに対する感謝の意を表出しており、このことはＥの意図を認識して

いなかったことの現れであると指摘するが、黙示にＤ支援の趣旨が含まれていたこ

とは容易に想起できるのであって、弁護人が指摘する事情も、被告人ＢにおいてＥ20 

のＤ支援の趣旨が含まれていたことを認識していたことと整合しないものではない。 

 ４ 被告人Ｃについて 

被告人Ｃは、Ｉから供与を受けた際、Ｉと親交が深かったものではないのに、Ｉ

に対し、本件区長選に言及し、「ＥさんもＫさんもどこまでやるつもりなのかね、ど

っちもどっちみたいな感じになってるから、ＥさんがＫ区長の応援しますのでって25 

感じで下手に出たらうまくいくんじゃないかな。」と述べている。 
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被告人Ｃは、このようにＥとＫが対立関係にあるとの前提認識をもとに供与を受

けているのであるから、供与の趣旨として、本件区長選について言及されていなく

ても、Ｄ支援の趣旨を認識していたと認められる。  

弁護人は、被告人Ｃは、Ｋの支援を表明しており、それを少しでも緩めることな

どできないことはＥにも周知されていたから、Ｄ支援の趣旨で供与されることはあ5 

り得ないのであって、そのような趣旨を認識できるはずはなかったし、供与を受け

た後、本件区長選ではＫの後継であるＬを支援し、その後も江東区議会においてＤ

の公職選挙法違反の嫌疑を追及しており、このことは、被告人Ｃにおいて、Ｄ支援

の趣旨を認識していなかったことの現れである、と主張する。しかし、前記第３の

４(2)のとおり、Ｅが被告人Ｃに対してＫに対する支援を緩めること等を期待して10 

いたことは十分に考えられるのであって、被告人Ｃは、Ｅのこのような期待を認識

していたと認められる。また、被告人Ｃが、供与を受けた後、実際にＤを支援した

か否かは、供与を受けた際の認識に直接関わらない上、追及したとされるＤの公職

選挙法違反の嫌疑は本件と異なる。 

第５ 結論 15 

以上に加え、被告人３名が、いずれも、自らその利得を受ける意思を有していた

ことも認められることをも併せると、被告人３名について判示の事実が認められ、

受供与の罪が成立することは明らかである。 

（量刑の理由） 

被告人３名がそれぞれ供与を受けた現金の額は少ないとはいえず、本件各犯行は、20 

民主主義の根幹をなす選挙の公正を害し、ひいては国民の政治に対する信頼を損ね

るものである。現職の区議会議員である被告人３名が安易にこのような犯行に及ん

だことは軽率である。 

なお、本件各犯行の内容、上記の評価等によれば、公民権停止の期間を短縮する

のが相当とはいえない。 25 

（求刑 各被告人について罰金２０万円及び追徴２０万円） 
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